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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

1 総
廃棄物減量等
推進審議会に
関する業務

一般廃棄物の減
量化・資源化及
び適正処理等の
施策について審
議し答申または
意見をもらいま
す。

市民及
び事業
者

定
例
定
型

審議会開催回数 ６回 ６回 ６回 463 年３回

年間６回を予定してい
たが、平成２６年度か
ら実施する一般廃棄物
処理基本計画の評価
シートの検討に時間を
要したため、年間３回
の開催となったが、26
年度から実施する実施
施策に対する評価とい
う新たな枠組みについ
て整理することができ
た。

Ａ 1,146 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1
廃棄物減量等
推進審議会に
関する業務

審議会の開催 会議開催回数 年６回 年３回 463 審議会の開催 会議開催回数 年６回 1,146
維
持

2 総
各種協議会等
に係る業務

一般廃棄物の減
量化・資源化及
び適正処理等に
つき、本市の課
題解決及び施策
展開に向けた情
報収集や意見交
換等を行うとと
もに、他市との
連携を図りま
す。

職員

定
例
定
型

会議参加回数と
要望書の提出

１８回 １８回 １８回 178 17回

一般廃棄物処理にかか
る他市の状況等につい
て情報交換を実施し
た。また、神奈川県都
市清掃行政協議会研究
会における研究テーマ
の一つとして剪定枝の
資源化を提案した。各
市の状況等について情
報共有することがで
き、今後の検討に向け
て有効に活用すること
ができた。

Ａ 178 なし 済

１市１町及び
湘南東ブロッ
クにおけるご
み処理の広域
連携等

未 高 高 高 現状維持
維
持

2
各種協議会等
に係る業務

調査研究・情報
交換、連絡調整
のための全国都
市清掃会議への
参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１件 １件 150

調査研究・情報
交換、連絡調整
のための全国都
市清掃会議への
参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１件 150
維
持

2
各種協議会等
に係る業務

調査研究・情報
交換、連絡調整
のための神奈川
県都市清掃会議
への参加

参加回数 年５回 年７回 28

調査研究・情報
交換、連絡調整
のための神奈川
県都市清掃会議
への参加

参加回数 年５回 28
維
持

2
各種協議会等
に係る業務

調査研究・情報
交換、連絡調整
のための神奈川
県広域処分地対
策協議会の会議
への参加

参加回数 年１回 開催なし

調査研究・情報
交換、連絡調整
のための神奈川
県広域処分地対
策協議会の会議
への参加

参加回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

一般廃棄物処理
の広域化に係る
湘南広域都市行
政協議会への参
加

参加回数 年１回 年１回

一般廃棄物処理
の広域化に係る
湘南広域都市行
政協議会への参
加

参加回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

湘南東ブロック
ごみ処理広域化
調整会議出席

出席回数 年１回 年１回
湘南東ブロック
ごみ処理広域化
調整会議出席

出席回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

湘南東ブロック
ごみ処理広域化
調整会議幹事会
出席

出席回数 年１回 年１回

湘南東ブロック
ごみ処理広域化
調整会議幹事会
出席

出席回数 年１回

予
算
な
し

2
各種協議会等
に係る業務

湘南東ブロック
ごみ処理広域化
調整会議ワーキ
ング出席

出席回数 年５回 年７回

湘南東ブロック
ごみ処理広域化
調整会議ワーキ
ング出席

出席回数 年５回

予
算
な
し

3 総
資源物選別処
理施設の跡地
整備事業

土地の跡地利用
が決定し新たな
管理体制へ移行
するまで、安全
性を考え適切な
用地の管理をし
ます。

市民
政
策
事業の進捗状況

都市計画決定
の廃止

適切な用地管
理

適切な用地管
理

2,664

跡地利用の
ための準備
（測量）や
管理体制移
行の手続き
完了

都市計画決定の廃止及
び跡地利用のための準
備を行い、管理主管課
の移管という新たな管
理体制への手続きを遅
滞なく実施することが
できた。

Ａ 用地管財課へ事
務移管

なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

3
資源物選別処
理施設の跡地
整備事業

用地の土壌管理
地下水の調査

年２回 年２回 39
用地管財課へ事
務移管

予
算
な
し

3
資源物選別処
理施設の跡地
整備事業

用地の適切な管
理

敷地内の除草 年３回

年２回　
（除草）　
年１回　
（剪定）

735
用地管財課へ事
務移管

予
算
な
し

3
資源物選別処
理施設の跡地
整備事業

用地の引継ぎ準
備

土地の測量 25年8月 25年8月 1,890

予
算
な
し

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

4 総

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

ごみの排出抑制
のため、生ごみ
処理容器（電動
式を含む）の普
及を促進しま
す。

市民

定
例
定
型

コンポスト販売
件数

２７０個 ２７０個 ２７０個 1,485 120個

市民まつりなどのイベ
ント啓発で生ごみ処理
容器を13個販売するこ
とができた。コンポス
ト及び生ごみ処理機購
入者へのアンケートに
おいて、ほとんどの利
用者が購入に満足し、
引き続き利用したいと
の回答をいただき、ま
た、助成を受けて購入
したことにより、ごみ
の分別に気をつけるよ
うになったという利用
者の回答が複数あった
ことから、ごみ排出抑
制について一定の成果
が見られた。件数が減
少していることから、
次年度は啓発手法に工
夫をしていく。

Ｂ 3,580

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

生ごみ処理容器
の廉価での販売

販売件数 年２７０個 年１２０個 894
生ごみ処理容器
の廉価での販売

販売件数 年２７０個 2,060

業
務
計
画

維
持

4

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

生ごみ処理機購
入費助成

助成件数 年６０件 年２５件 576
生ごみ処理機購
入費助成

助成件数 年６０件 1,500

業
務
計
画

維
持

4

ごみの減量
化・資源化に
関する支援業
務

生ごみ処理容器
及び生ごみ処理
機購入者アン
ケート

購入者満足度 ８０％ ９１．０％ 15

生ごみ処理容器
及び生ごみ処理
機購入者アン
ケート

購入者満足度 ８０％ 20

業
務
計
画

維
持

5 総

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

ごみに関する情
報発信をすると
ともに施設見学
会や環境学習を
実施し、市民の
意識の高揚を図
ります。

市民

定
例
定
型

啓発事業回数 ３０回 ３０回 ３０回 2,210 ６３回

市民一人ひとりのご理
解、ご協力のもと、ま
た、25年度の新たな取
り組みとして、市主催
の寒川広域リサイクル
センターの見学を実施
したほか、イベント参
加による周知啓発を積
極的に行ったことも一
つの要因として、ごみ
の排出量が前年度と比
較して1,452トン削減し
た。また、リサイクル
センターのPR用DVDを
ホームページにアップ
したほか、教育委員会
と調整して小中学校校
長会にて周知啓発を行
い各学校へDVDを配布
し、次年度における環
境学習への積極的な取
り組みをお願いした。

Ａ 2,692

業
務
計
画

あり 済

リサイクルセ
ンターの見学
について寒川
町と連携して
行っている。

未 高 高 高 現状維持
維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

環境学習等啓発
事業の開催

開催回数 年５０回 年６３回
環境学習等啓発
事業の開催

開催回数 年５０回

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他 年1回

市主催のリ
サイクルセ
ンター見学
実施回数

25

市主催のリサ
イクルセン
ター見学を実
施することに
より市民への
啓発の推進を
行う。

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

環境学習開催に
伴う調整（アン
ケートを含む）

満足度
８５％

９８．２％
環境学習開催に
伴う調整（アン
ケートを含む）

満足度
８５％

業
務
計
画

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

小学校４年生用
副読本の作成
等、啓発教材の
作成

作成部数 2,500部 2,500部 267

小学校４年生用
副読本の作成
等、啓発教材の
作成

作成部数 2,400部 326

業
務
計
画

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

ごみ通信ちがさ
き等の作成、配
付等

発行回数 年2回 年2回 983
ごみ通信ちがさ
き等の作成、配
付等

発行回数 年２回 1,297

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

360千円/年

ごみ通信ち
がさきの年
間広告掲載
料

25

年2回（春号・
秋号）発行す
るごみ通信ち
がさきへの広
告掲載募集を
継続して行
い、制作経費
に補填しま
す。

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

清掃のあらまし
の作成

事業結果の作
成時期

平成２５年
１０月

平成２５年
１０月

清掃のあらまし
の作成

事業結果の作
成時期

１０月

業
務
計
画

予
算
な
し

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

生ごみ処理機
（公共施設）の
保守点検、修繕
等

点検等の回数 年１１回 年１１回 860

生ごみ処理機
（公共施設）の
保守点検、修繕
等

点検等の回数 年１１回 934

業
務
計
画

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

マイバッグ推進
会議への参加

会議参加回数 年１０回 年１０回
マイバッグ推進
会議への参加

会議参加回数 年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

レジ袋削減を推
進する。

キャンペーン
の実施

２回 ２回 100
レジ袋削減を推
進する。

キャンペーン
の実施

２回 135

業
務
計
画

維
持

5

ごみの減量
化・資源化に
関する啓発事
業

ごみに関する情
報の発信

ホームページ
等の活用

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

ごみに関する情
報の発信

ホームページ
等の活用

平成２６年
度末まで
（その後も
継続）

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他 ２６年度

庁内から排
出されるご
みの適正分
別取組時期

26

排出状況確認
及び説明会等
の開催による
適正分別の周
知

予
算
な
し

6 総
資源化促進事
業

資源物の中間処
理を寒川町に委
託するととも
に、寒川広域リ
サイクルセン
ターのより効率
的・効果的な管
理運営及びPPP導
入を目指しま
す。

市民・
事業者

政
策
資源物排出量 18,257ｔ 18,992ｔ 19,807ｔ 138,453 14.664t

目標値には到達しな
かったものの、ごみ排
出量に対する資源化量
を算出したリサイクル
率は24年度の22.5％か
ら22.7％へ上昇してお
り、資源化推進につい
て一定の成果が得られ
た。また、26年度から
実施する寒川広域リサ
イクルセンターでの長
期包括運営責任業務委
託について、寒川町と
の綿密な協議・調整に
より運営事業者との基
本契約及び事業契約を
遅滞なく締結すること
ができた。

Ｂ 254,801

業
務
計
画

あり 済

寒川町と資源
物処理につい
て事務委託を
締結してい
る。

未 高 高 高 現状維持
維
持

6
資源化促進事
業

寒川町負担金納
付に関する事務

支払回数 年４回 年４回 138,453
寒川町負担金納
付に関する事務

支払回数 年４回 254,801

業
務
計
画

維
持

6
資源化促進事
業

寒川町との寒川
広域リサイクル
センターに係る
調整

会議開催回数 年１２回 年１４回

寒川町との寒川
広域リサイクル
センターに係る
調整

会議開催回数 年６回

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

26年度

寒川広域リ
サイクルセ
ンターにお
ける長期包
括運営責任
業務委託契
約の締結時
期

26

長期包括運営
責任業務委託
方式により性
能発注レベル
を拡大するこ
とで維持管理
コストの低減
を図る

予
算
な
し

6
資源化促進事
業

剪定枝の資源化
の検討

事業内容の調
査・研究

２５年度末
まで（その
後も継続）

２５年度末
まで（その
後も継続）

剪定枝の資源化
の検討

事業の研究・
検討の中間ま
とめ

２６年度末
まで（その
後も継続）

業
務
計
画

予
算
な
し

6
資源化促進事
業

小型家電リサイ
クルシステム実
証事業の周知

実証事業にお
ける小型家電
の回収量

２８１㎏ ９４２㎏
小型家電回収の
継続実施

小型家電の回
収量

６７５ｋｇ

業
務
計
画

予
算
な
し

6
資源化促進事
業

蛍光灯回収の検
討

検討時期
２６年度末
まで

業
務
計
画

予
算
な
し

7 総
ごみの排出抑
制推進事業

1人1日あたりの
資源物を除いた
ごみの排出量の
削減し、リサイ
クル率の向上を
図ります。

市民

定
例
定
型

1人1日当たりの
資源物を除いた
ごみの排出量

655g 642g 629g 39,152 665g

目標値には到達しな
かったものの、前年度
と比較して一人あたり
14gのごみの減量化を達
成することができた。
リサイクル推進店につ
いては店舗廃止などに
よる店舗数減があった
が、商店等への直接訪
問などにより17店舗の
新規加入を達成するこ
とができた。

Ｂ 41,781 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

7
ごみの排出抑
制推進事業

リサイクル推進
店申請書の受
付、認定要件の
確認、認定書の
発行

推進店数 ８５店 ８１店

リサイクル推進
店申請書の受
付、認定要件の
確認、認定書の
発行

推進店数 ８５店

予
算
な
し

7
ごみの排出抑
制推進事業

リサイクル推進
店の活動の周知

キャンペーン 年２回 年２回 33
リサイクル推進
店の活動の周知

キャンペーン 年２回 35
維
持

7
ごみの排出抑
制推進事業

資源回収推進地
域への補助金の
交付

交付回数 年２回 年２回 38,410
資源回収推進地
域への補助金の
交付

交付回数 年２回 41,000
維
持

7
ごみの排出抑
制推進事業

三者協調型資源
回収率の見直し

資源物収集量
の調査

平成２５年
度末まで

平成２５年
度実施済

709
三者協調型資源
回収率の見直し

資源物収集量
の調査

平成２６年
度末まで

746
維
持
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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

8 総
ごみ処理広域
化事業

広域化にてごみ
の減量化・資源
化を図るととも
に廃棄物の処理
を行い、資源循
環型社会を形成
します。

市民

定
例
定
型

負担金の受領・
請求回数

年４回 年４回 年４回 年４回

負担金支出等につい
て、寒川町との定期的
な協議を実施し、ごみ
処理広域化事業の事務
は適切に行った。ま
た、平成27年度からの
寒川町の不燃ごみ受け
入れ協議を定期的に実
施し、課題の抽出を行
い次年度における具体
的な検討作業の準備を
行った。会計基準のマ
ニュアルについて2市1
町で研究を行った。

Ａ なし 済

寒川町の可燃
ごみの焼却処
理の受け入れ
に係る負担金
の請求・受領
及びサイクル
協会拠出金の
受領事務を
行っている。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

一般廃棄物会計
基準の導入準備

会計基準マ
ニュアルの研
究・作成

平成２５年
度末まで
（継続）

2市1町でマ
ニュアルの
研究を実施
（継続）

一般廃棄物会計
基準の導入準備

会計基準マ
ニュアルの研
究・作成

平成２６年
度末まで
（継続）

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

寒川町の可燃ご
みの焼却処理の
受け入れに係る
負担金の請求・
受領に関する事
務

請求・受領回
数

年４回 年４回

寒川町の可燃ご
みの焼却処理の
受け入れに係る
負担金の請求・
受領に関する事
務

連絡調整会議
開催回数

年２回

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

寒川町からのリ
サイクル協会拠
出金の受領に関
する事務

請求・受領回
数

１回 １回

寒川町からのリ
サイクル協会拠
出金の受領に関
する事務

請求・受領回
数

１回

予
算
な
し

8
ごみ処理広域
化事業

寒川町との不燃
ごみ受入に係る
調整

会議開催回数 年６回

予
算
な
し

9 総

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律に基
づく許可に関
する業務

市内の一般廃棄
物が適切に処理
されるよう許可
業者の指導監督
を行います。

廃棄物
処理業
者

定
例
定
型

許可までの日数 ３０日 ３０日 ３０日 34 ３０日

一般廃棄物処理業の許
可に係る書類の受付か
ら許可証の発行までを
３０日以内に行い、廃
棄物処理業者が収集運
搬業務を遅滞なく実施
することができた。

Ａ 35 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律に基
づく許可に関
する業務

産業廃棄物処理
施設設置計画に
係る関係各課の
意見聴取

意見聴取調整
日数

４０日以内 ４０日以内

産業廃棄物処理
施設設置計画に
係る関係各課の
意見聴取

意見聴取調整
日数

４０日以内

予
算
な
し

9

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律に基
づく許可に関
する業務

一般廃棄物処理
業の許可に係る
書類審査、許可
証の発行及び取
消し等の事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

３０日以内 ３０日以内

一般廃棄物処理
業の許可に係る
書類審査、許可
証の発行及び取
消し等の事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

３０日以内

予
算
な
し

9

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律に基
づく許可に関
する業務

廃棄物行政担当
者研修

研修への受講
人数

１人 １人 34
廃棄物行政担当
者研修

研修への受講
人数

１人 35
維
持

9

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律に基
づく許可に関
する業務

一般廃棄物処理
業の許可に係る
実績報告書の受
理・整理

実績報告書の
とりまとめ

各月末まで 各月末まで

一般廃棄物処理
業の許可に係る
実績報告書の受
理・整理

実績報告書の
とりまとめ

各月末まで

予
算
な
し

10 総
大型ごみ証紙
に関する業務

市民が大型ごみ
証紙を容易に手
に入れることが
できるよう大型
ごみ証紙販売店
の確保を継続し
て推進します。

市民

定
例
定
型

証紙販売店舗数 １１０店舗 １１０店舗 １１０店舗 2,812 １０３店舗

店舗廃止により、目標
には到達できなかった
が、２店舗の新規加入
を達成できた。次年度
は店舗への直接訪問な
どにより、さらなる店
舗数拡大を図る。

Ａ 3,439 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

10
大型ごみ証紙
に関する業務

大型ごみ収入証
紙販売店舗の拡
大

販売店舗数 １１０店舗 １０３店舗 2,812
大型ごみ収入証
紙販売店舗の拡
大

販売店舗数 １１０店舗 3,439 あり
⑤受益者負担
の適正化

23,500千円/年
大型ごみ処
理手数料収
入/年

25

平成20年度に
改定した大型
ごみ処理手数
料について引
き続き適正な
料金体系を確
保します。

維
持

11 総
事業系一般廃
棄物に関する
業務

収集運搬業者及
び排出事業者に
対して、更なる
適正排出及び減
量化の啓発に努
めます。

収集運
搬業
者・排
出事業
者

定
例
定
型

搬入物調査実施
回数

１２回 １２回 １２回 年１２回

搬入物調査及び事業者
に対するごみの排出指
導や啓発を実施した結
果、事業系廃棄物が前
年度と比較して654t削
減することができた。
次年度実施する多量排
出事業者に対する減量
化等計画書の提出を踏
まえ、さらなる事業系
廃棄物の適正処理及び
減量化の推進を図る。

Ａ
業
務
計
画

なし 済

寒川町と事務
委託を締結し
ており、事業
系一般廃棄物
の調査を連携
して行う。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
業務

事業系ごみの適
正搬入の指導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年１２回 年１２回
事業系ごみの適
正搬入の指導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年１２回

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

11
事業系一般廃
棄物に関する
業務

事業系ごみの排
出量抑制のため
の啓発指導

訪問会社数 １００社 １００社
事業系ごみの排
出量抑制のため
の啓発指導

訪問会社数 １００社

業
務
計
画

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
業務

事業系ごみの排
出抑制・資源化
の施策の検討

関係機関との
調整

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

事業系ごみの排
出抑制・資源化
の施策の検討

多量排出事業
者における減
量化等計画書
の提出

６月

業
務
計
画

予
算
な
し

11
事業系一般廃
棄物に関する
業務

「（仮称）４Ｒ
推進事業者行動
協定」創出の検
討

事業の検討

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

「（仮称）４Ｒ
推進事業者行動
協定」創出の検
討

事業の検討

平成２６年
度末まで
（その後も
継続）

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

し尿の収集及び
浄化槽の清掃に
係る業務を適切
に処理するとと
もに、寒川町と
連携し処理施設
の維持・管理に
努めます。

市民

定
例
定
型

処理期限 ３週間以内 ３週間以内 ３週間以内 228,696
2週間以
内

し尿処理について、委
託業者が適切に処理を
行うよう指導した。ま
た、大雨などの緊急時
においては、委託業者
が迅速な対応が図れる
よう連携を密にして処
理にあたった。

Ａ 243,649 あり 済

し尿処理につ
いて寒川町と
事務委託を締
結している。

未 高 高 高 現状維持
維
持

12

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

し尿の収集業務
及び浄化槽清掃
業務の委託に関
する事務

委託料の執行
回数

年１２回 年１２回 141,750

し尿の収集業務
及び浄化槽清掃
業務の委託に関
する事務

月次処理量等
の確認

年１２回 146,033
維
持

12

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

し尿及び浄化槽
汚泥の清掃受付
及び処理

処理期限 ２週間以内 ２週間以内
し尿及び浄化槽
汚泥の清掃受付
及び処理

処理期限 ２週間以内

予
算
な
し

12

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

寒川町への負担
金納付に関する
事務

支払回数 年４回 年４回 85,268
寒川町への負担
金納付に関する
事務

連絡調整会議
開催回数

年２回 95,475
維
持

12

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

口座振替手数料
の支払事務（ゆ
うちょを除いた
金融機関分）

支払件数 ３００件 ２３４件 3

口座振替手数料
の支払事務（ゆ
うちょを除いた
金融機関分）

支払件数 ３００件 5
維
持

12

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

口座振替手数料
の支払事務（ゆ
うちょ分）

支払件数 １００件 ７１件 1
口座振替手数料
の支払事務（ゆ
うちょ分）

支払件数 １００件 3
維
持

12

し尿収集業
務・浄化槽清
掃業務に関す
る事務

手数料賦課徴収
事務

手数料収納金
額

34,433千円 31,855千円 1,674
手数料賦課徴収
事務

手数料収納金
額

32,887千円 2,133 あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

98.00%
（平成23年度
実績：
97.10％）

し尿処理手
数料の徴収
率

25

受益者負担の
公平性や財源
確保を図るた
め催告書発
送・電話催告
により徴収率
の向上に努め
ます。

維
持

13 総
ごみ減量化・
資源化基金に
関する事務

最も確実、有利
な方法により、
ごみ減量化・資
源化基金の積み
立てを行い、ご
みに関する事業
及び施設整備に
役立てます。

市民
政
策
積立額 81,357千円 81,357千円 81,357千円 243,659

243,660
千円

ごみ処理施設の基幹的
改良工事など将来的な
費用負担を見据え、ご
みの減量化・資源化の
ための基金として、一
般財源積立分を含め
て、目標以上の金額を
積みたてることができ
た。

Ａ 616 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

13
ごみ減量化・
資源化基金に
関する事務

有価物売却代金
等を基金に積立
てる事務

積立額 38,012千円
243,660千
円

243,659

ごみ減量化・資
源化基金利子等
を基金に積立て
る事務

積立額 616千円 616
維
持

14 総 ごみ統計事務

一般廃棄物に係
る諸計画及び施
策策定のための
基礎資料を作成
します。

市民・
事業者

定
例
定
型

統計の作成期限 ８月 ８月 ８月 ８月
一般廃棄物全般に対す
る統計の作成を８月ま
でに行った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

14 ごみ統計事務
一般廃棄物全般
に対する統計の
作成

作成時期 ８月 ８月
一般廃棄物全般
に対する統計の
作成

作成時期 ８月

予
算
な
し

15 総
最終処分場に
関する調査研
究業務

最終処分場の安
全活用に関する
周辺住民への報
告及び説明会を
実施します。

地域住
民

定
例
定
型

地元説明会回数 ２回 ２回 ２回 75 年４回

最終処分場の安全活用
について周辺住民への
報告を行い、安全性に
ついてご理解をいただ
いた。また、最終処分
場の使用にかかる協定
書の見直しについて、
地区の代表者と協議を
行い、最終処分場利用
延長の考え方につい
て、一定のご理解をい
ただくことができた。
今年度の協議を踏ま
え、新たな協定の締結
に向けて次年度も引き
続き協議を進めてい
く。

Ａ 82 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

15
最終処分場に
関する調査研
究業務

堤じんかい焼却
残灰処分地対策
協議会との視察

視察回数 年１回 年１回 72
堤じんかい焼却
残灰処分地対策
協議会との視察

視察回数 年１回 72
維
持

15
最終処分場に
関する調査研
究業務

堤十二天最終処
分場周辺住民と
の協議

各種報告説明
会及び協議回
数

年６回 年４回 3
堤十二天最終処
分場周辺住民と
の協議

各種報告説明
会及び協議回
数

年６回 10
維
持

16 総
最終処分場周
辺の環境調査
等委託業務

堤十二天最終処
分場周辺の環境
調査を継続して
行い、周辺地域
の環境保全に努
めます。

地域住
民

定
例
定
型

調査回数 月３回 月３回 月３回 500 月３回

最終処分場周辺の住環
境の調査を実施し、周
辺住民の環境保全を図
ることができた。

Ａ 500 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

16
最終処分場周
辺の環境調査
等委託業務

堤十二天最終処
分場の周辺環境
等調査

調査回数 月３回 月３回 500
堤十二天最終処
分場の周辺環境
等調査

調査回数 月３回 500
維
持

17 総
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の推進事業

一般廃棄物処理
基本計画に基づ
き資源循環型社
会形成を目指
し、ごみ減量
化・資源化施策
を実施するとと
もに進行管理を
行います。

市民・
事業者

政
策
実施計画策定時
期

４月 ４月 ４月 ４月

平成２５年４月からの
実施計画について告示
した。また、一般廃棄
物処理基本計画に位置
付けられた実施施策の
取組結果次年度に検証
するための評価シート
を作成した。

Ａ
業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

17
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の推進事業

一般廃棄物処理
基本計画の進行
管理

結果の検証
平成２５年
度末まで

平成２５年
度末まで

一般廃棄物処理
基本計画の進行
管理

２５年度事業
結果の検証、
報告書作成及
び公表

平成２６年
度末まで

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

27年度
導入の可否
の決定時期 27

費用負担公平
性の確保及び
市民サービス
の向上、不適
正排出防止の
観点からごみ
処理の有料
化・個別収集
の導入の検討
を行います。

予
算
な
し

17
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の推進事業

一般廃棄物（ご
み）処理実施計
画の告示

実施時期
平成２５年
６月

平成２５年
４月

一般廃棄物（ご
み）処理実施計
画の告示

実施時期
平成２６年
６月

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

629g

市民1人1日
当たりの市
現物を除い
たごみの排
出量

27

ごみ減量化施
策の進捗状況
を把握し、焼
却ごみの減量
化を行いま
す。

予
算
な
し

17
茅ヶ崎市一般
廃棄物処理計
画の推進事業

粗大ごみ処理施
設整備に向けた
調査・研究

先進施設の視
察

2件

業
務
計
画

予
算
な
し

18 総
北部地区生活
環境向上事業

最終処分場周辺
地域の生活環境
整備を実施しま
す。

市民
政
策
工事の進捗状況 ７５ｍ ７６ｍ １，１７０ｍ

１８０m
（他路線
含む）

地域から要望のあった
路線については工事を
実施し、生活環境を整
備した。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

18
北部地区生活
環境向上事業

市道６３４２号
線道路改良工事

工事延長 L=67.5m L=0m
市道６４０４号
線現地測量委託

測量面積 56.5㎡

予
算
な
し

18
北部地区生活
環境向上事業

市道６３４２号
線埋蔵文化財調
査報告書作成

埋蔵文化財調
査報告書作成

完了 完了
市道６３４２号
線埋蔵文化財調
査委託

実施時期
平成２６年
度末まで

予
算
な
し

18
北部地区生活
環境向上事業

市道６２２７号
線道路改良工事

狭隘道路整備 L=127m L=0m
市道６２２７号
線道路改良工事

狭隘道路整備 L=65m

予
算
な
し

18
北部地区生活
環境向上事業

市道６４０４号
線道路改良工事

工事延長 L=115m L=80m
市道６４０４号
線道路改良工事

狭隘道路整備 L=78.91m

予
算
な
し

18
北部地区生活
環境向上事業

市道６２２７号
線道水路改良工
事

水路改良等 L=100m L=100m
市道６４０４号
線用地購入

購入面積 56.5㎡

予
算
な
し

19 総
焼却処理施設
の延命化事業

策定した焼却処
理施設の長寿命
化計画に基づ
き、焼却炉の基
幹的設備改良工
事実施に向けて
取り組みます。

市民
政
策
事業の進捗状況 基本設計

最終発注仕様
書

改良工事 0
基本設計
完了

平成２４年度に整理し
た長寿命化計画（案）
について庁議決定、全
員協議会での報告を踏
まえ、次年度の最終発
注仕様書作成に向けて
の基本設計を確定する
ことができた。また、
予算計上していた生活
環境影響調査委託につ
いては、県より調査の
実施について不要であ
るとの見解が示された
ことから、実施しない
こととなった。

Ａ 3,900

業
務
計
画

なし 済

可燃ごみ焼却
処理について
寒川町と事務
委託を締結し
ている。

未 高 高 高 現状維持
維
持

19
焼却処理施設
の延命化事業

発注仕様書内容
検討

内容検討

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

0
最終発注仕様書
内容検討

最終発注仕様
書作成

平成２６年
度末まで

3,900

業
務
計
画

維
持
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25年度 26年度 27年度 663,743 663,743 559,837 559,837

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

資源循環課

資源循環型社会の形成を目指す

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

資源循環課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

19
焼却処理施設
の延命化事業

環境事業セン
ターとの業務全
般に関する連絡
調整

連絡調整回数 年１０回 年１０回

環境事業セン
ターとの業務全
般に関する連絡
調整

連絡調整回数 年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

19
焼却処理施設
の延命化事業

焼却処理施設周
辺市民との意見
交換会

開催回数 年１回 年１回
焼却処理施設周
辺市民との意見
交換会

開催回数 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

19
焼却処理施設
の延命化事業

寒川町との連絡
調整

連絡調整回数 年６回

業
務
計
画

予
算
な
し

20 総

し尿処理手数
料用システム
の維持管理事
業

し尿処理手数料
の賦課徴収事務
が効率的にでき
るようデータ管
理します。

市民
政
策

事業の進捗状況
システム改修
の検討

システム改修
の検討

システム改修
の検討

3,300
システム改
修の検討

平成２７年１月からの
情報推進課での新基幹
システム導入にかかる
オフコンの修正課題を
検討した。

Ａ 3,300 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

20

し尿処理手数
料用システム
の維持管理事
業

し尿処理手数料
のシステムの検
証

システム検証

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

平成２５年
度末まで
（その後も
継続）

3,300
し尿処理手数料
のシステムの検
証

システム検証

平成２６年
度末まで
（その後も
継続）

3,300
維
持

21 総
茅ヶ崎市分別
収集計画の推
進事業

容器包装リサイ
クル法に基づ
き、容器包装廃
棄物を資源物と
してリサイクル
するため分別収
集するうえでの
計画である分別
収集計画を改訂
します。

市民・
事業者

政
策
事業の進捗状況 計画改定

計画の進行管
理

計画の進行管
理

計画改定
済

平成２６年度から３０
年度を計画期間とする
分別収集計画について
改定を行った。旧計画
策定時には分別未実施
であったプラスチック
製容器包装類等につい
て新たな分別区分とし
て位置付け、収集量に
ついても実績をふまえ
た推計を行った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

21
茅ヶ崎市分別
収集計画の推
進事業

一般廃棄物処理
基本計画を考慮
した分別収集計
画の改定

計画改定
平成２５年
度末まで

平成２５年
度末まで

一般廃棄物処理
基本計画を考慮
した分別収集計
画の進行管理

データ集積期
間

平成２６年
度末まで

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

部の災害応急対
策活動マニュア
ルおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

防災対策強化
実行計画に合
わせた見直し

随時
２５年４
月・１０月

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４
月・１０月

888
災害応急対策
活動

一般廃棄物の処
理に関する業務

廃棄物の処理
方法の検討

随時 ２５年４月
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４
月・１０月

888
災害応急対策
活動

ごみその他廃棄
物の集積場所及
び廃棄場所の確
保に関する業務

集積場所及び
廃棄場所の確
保に関する検
討

随時 ２５年４月
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

年１回以上

888
災害応急対策
活動

災害時の仮設便
所の整備に関す
る業務

仮設便所の整
備に関する検
討

随時 ２５年４月

統括調整部衛
生・災害廃棄物
対策班の応急対
策活動の習熟

統括調整部衛
生・災害廃棄
物対策班での
訓練・研修等
の実施

年６回以上

888
災害応急対策
活動

茅ヶ崎市業務継
続計画に係る非
常時優先業務

非常時優先業
務の選定

随時 ２５年４月
災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

年1回以上

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

年1回以上

888 総 庁内共通事務 62 62 138 138 なし


